
・昨年度は、「Cyber-PoC for Cities」等を活用した渋滞箇所の分析や、ETC2.0プローブデータを用いた交通状況の
可視化を行った。

・また、山側住宅団地の移動実態把握と新たな移動手段を検討するアンケートを実施した。
・今年度は、有識者会議を設置し、公共交通リ・デザイン、渋滞緩和の施策検討を行う。

共創プロジェクト「公共交通のスマート化」に係るこれまでの取組と令和８年度の取組方向性

令和７年度 令和８年度

① 「Cyber-PoC for Cities」を活用した
渋滞箇所の分析

② 「ETC2.0プローブデータ」による交通状
況の再現・可視化

山側住宅団地の移動実態把握と、新たな移動
手段を検討するアンケートの実施

先進事例調査を実施
（他自治体におけるMaaSやデジタ
ルチケッティングの導入状況など）

「公共交通リデザイン」・「渋滞緩和」の施策
検討
① データ分析・施策シミュレーションの実施
② 日立市交通スマート化有識者会議の

設置

社会実装に向けた事業化の組み立てについ
て検討

ハンズフリーの乗降や決済などデジタルチケッテ
ィング導入検討

高齢者向け

電動キックボードを活用した実証実験の実施
（日立・多賀エリア）

通勤者向け

ラストワンマイル等の移動手段の検討

高齢者向け

通勤者向け

データを活用した
交通施策の検討

１

次世代モビリティの
導入検討

２

統合アプリの導入
検討

３

項目 令和６年度

統合アプリの導入検討

次世代モビリティ実証実験

日立製作所「Cyber-PoC for 
Cities」の機能（デモ）確認
ユースケースの検討
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・令和７年度の可視化データをもとに、引き続きデジタル技術を活用し、本市の実情に応じた 「渋滞緩和」及び「公共交
通の再構築（リ・デザイン）」施策を検討する。

・検討にあたっては、「日立市交通スマート化有識者会議」を設置し、意見を聴取する。

令和８年度の取組

検討項目

公共交通の
リ・デザイン

渋滞緩和
データ分析や専門的知見により、
本市の渋滞要因と傾向を把握し、その解決方策を検
討する。

日立市地域公共交通計画で掲げる
「地域公共交通ネットワークの将来像」※の実現に向
け、公共交通の現状を把握し、推進方策を検討する。
あわせて、路線別の収支状況を踏まえ、行政支援の
あり方や運賃収入以外の収入確保策を検討する。

令和８年度に目指す成果検討内容

・「自家用車から公共交通への転換」

・「自家用車の効率的な活用」
に資する、実効性の高い交通需要マネジメント（ＴＤ
Ｍ）施策の策定

例 時差出勤 相乗り、公共交通利用促進 など

・山側住宅団地や市北部などの交通空白への対応

・効率的な公共交通の再編
に資する、持続可能な交通体系の実現に向けた施策の
策定と行政支援のあり方の整理

※JR 常磐線・ひたち BRT や南北方向の路線バスを主軸とした拠点を結ぶ公共交通ネットワークの利便性強化と地域の移動手段の持続的な確保
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有識者会議の議題案

第４回第３回第２回第１回有識者会議
1月18日（月）11月19日（木）9月24日（木）7月30日（木）日程

日立市役所日立市役所日立市役所日立市役所場所
次年度取組みの確認施策の効果、方向性

の確認
施策（仮説）の確認キックオフ・課題認識目的

・座⾧挨拶
・施策（案）の立案に
ついて（市民の声、ア
ンケートを反映）
・ロードマップ、事業計
画について
・次年度社会実験計
画（案）について
（TDM・リデザイン）

・座⾧挨拶
・シミュレーション（効
果検証）の結果につ
いて
・施策の方向性につい
て（TDM・リデザイ
ン）

・座⾧挨拶
・施策（案）の検討
（渋滞要因分析、施
策の仮説立案）につ
いて
（例:【TDM】時差
出勤、【リデザイン】新モ
ビ＋モビハブなど）
・シミュレーション（効
果検証）の条件設定
について

・会議の趣旨、規約に
ついて
・座⾧挨拶
・取組み概要
・検討方針
・スケジュール
・日立市の現状と課題
について（課題認識）

議題
（案）

3

・第2回では、施策案を協議する。
・第3回では、施策案の検証結果を踏まえて、施策の方向性を協議する。
・第4回では、次年度以降の実施を想定した事業計画、ロードマップについて協議する 。



・TDM施策と公共交通再構築の検討を連携して実施する。

検討方針の全体像

4

連携して
検討

公共交通再構築
の検討TDM施策の検討

P

出
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・日立市の現状・課題、これまでの取組、他都市の事例を踏まえ、日立市に適用可能性の高い施策を抽出する。
・ペルソナを設定して施策を検討し、シミュレーションとアンケートにより定量・定性で検証する。
・TDM施策について5W1Hで実施内容を明確化した基本戦略として整理する。

TDM施策の検討方針
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①現状の課題整理 ③TDM施策の
事例整理

④TDM施策の
仮説設定

⑤TDM施策の
仮説検証

⑥TDM基本戦略
の設計②これまでの取組整理

・地域特性・交通特性に起
因する課題に加え、これま
で日立市で実施された施
策の成果と課題を把握

・他都市の事例について、
対象とする交通課題、実施
条件、導入効果及び実現
可能性の観点から比較・整
理し、日立市に適用可能
性の高い施策を抽出

・ペルソナを設定し、現状の
行動、現状の課題、行動
変容の制約条件や成立条
件を明らかにしたうえで、施
策を検討

・TDM施策について
5W1Hで実施内容を明確
化した基本戦略として整理

・シミュレーション:交通需
要の変化と道路交通の改
善効果を定量評価

・アンケート調査:移動実
態と公共交通に対する意
識、行動変容の意向を把
握するため、日立市居住者
を対象にアンケートを実施

シミュレーションによるTDM施策の評価イメージ

公共交通再構
築の検討にも

活用

第2回会議に向け整理 第2回会議で提示

第3回会議で提示 第4回会議で提示

第4回会議で提示

第1回会議で提示



・各種データの重ね合わせや公共交通の運行状況・利用状況の分析等により地域の現状・課題を把握する。
・需要面・事業面・利便性・公共性・交通不便の多角的視点から再構築の必要性と方向性を検討し、最適な運営手
法や行政支援の在り方を比較検討する。

公共交通再構築の検討方針
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①地域特性・
移動実態分析

②公共交通の
現況分析

③公共交通
再構築の検討

④最適な運営
手法の検討

⑤事業計画の
検討

・主要施設の立地状況や、
人口・高齢者の分布、公共
交通ネットワーク、住民の移
動特性などのデータをGIS
等を活用して重ね合わせ、
地域の現状を「見える化」

・路線ごとに運行状況や利
用状況を整理

・沿線の人口分布や施設
立地、交通結節状況を確
認できる公共交通カルテ
（路線別）を作成

・【再構築の必要性】
路線・エリア別の再構築の
必要性について、5つの視
点（❶需要面、❷事業面、
❸利便性、❹公共性、❺
交通不便）で検討

・【再構築の方向性】
3つの方向性（「A:現状の
路線維持」、「B:運行内容
の改善」、「C:新たな移動
手段への転換」）を検討

・行政支援の在り方、運行
主体、財源確保方法等を
整理し、安定的な事業実
装に向けたスキームを検討

・事業内容や事業目標、ス
ケジュール（短期・中⾧
期）を検討し、事業計画を
立案

・公共交通のデジタル化や
高度化の可能性を検討

・運行内容を検討し、利便
性、住民受容性、コスト面
から比較検討

・シミュレーション（公共交
通機関配分モデル）により、
再構築案ごとに公共交通
利用者数を推計

公共交通カルテ（路線別）のイメージ 再構築の必要性・方向性検討イメージ

課題なし
❸

❺ ❸
A

C B

区間別
利用者数

バス停別
乗降者数

便別利用者数

データ重合せ

TDM施策のシミュ
レーションと連携

第2回会議に向け整理

第2回会議で提示 第3回会議で提示 第4回会議で提示

第1回会議で提示



現状、課題、施策検討への示唆
• 人口減少・高齢化の進展や厳しい財政制約の中、従来どおりの公共交通サービス維持は困難となっており、持続可能な交通体系への転換が必要。
• 都市機能が集積する沿岸部と人口が分布する山側住宅団地との移動需要を踏まえ、幹線交通の強化と生活交通の確保を両立する交通ネットワークの構築が必要。
• 国道6号を中心とした慢性的な渋滞やバス遅延の解消に向け、公共交通再編とTDM施策を組み合わせた総合的な交通施策の検討が必要。

施策検討への示唆課題現状観点No.
「これまでどおり民間事業として路線バスを維持する」発想
から転換し、どこまで路線を維持するのか、どこまで行政
で支えるのかを検討し、持続可能な交通体系を実現す
る必要がある。

人口減少・高齢化、財政制約
下における持続可能な交通体
系の構築

 1995年以降、人口減少が継続し、生産年齢人口も
減少している。

 山側住宅団地で高齢化率が特に高く、今後、免許
返納後の移動手段確保が重要となる。

 路線バス96系統中70系統が赤字であり、現状のま
ま民間事業として定時定路線を維持することは困難
になっている。

社会課題1

都市機能が集積する沿岸部を公共交通ネットワークの主
軸として位置付ける一方、山側住宅団地から駅・病院・
商業施設等へのアクセス確保に向け、直通バスを残すべ
きかフィーダー交通を導入すべきかを検討する必要があ
る。

沿岸部の主要拠点へのアクセ
ス性向上と、山側住宅団地等
から幹線公共交通への接続確
保

 商業施設、病院、学校、駅、就業地の多くが沿岸
部・国道6号沿線に立地している。

 そのため、沿岸部や鉄道駅周辺で人の移動が多く発
生・集中している。

 一方、山側住宅団地にも人口が分布し、沿岸部の
都市機能への日常的な移動が発生している。

 山側住宅団地では、勾配のある地形条件により徒
歩・自転車移動が制約されやすい。

 居住地と生活・就業拠点が分離しており、自動車によ
る移動が主要手段となっている。

地域課題2

ボトルネック交差点の渋滞対策や信号制御の調整等に
あわせて、公共交通利用促進、パーク＆ライド、企業送
迎、時差出勤等のTDM施策を組み合わせ、自動車交
通需要そのものの抑制を図る必要がある。

慢性的な渋滞の緩和 国道6号では日交通量が25,000台/日を超える区
間があり、混雑度も高い。

 平日は朝夕ピークで速度低下が顕著であり、中央軸
では全時間帯にわたって速度が低い。

 国道6号では、平日は、朝夕の通勤・通学時間帯を
中心に、20km/h以下の渋滞区間が5～6km程
度連坦しており、渋滞による時間損失が著しい。

道路交通課題3

公共交通への転換を促進するためには、運行本数の見
直しだけでなく、バス優先施策、停留所環境整備、交通
結節点整備等により、定時性・速達性・利便性を総合
的に向上させる必要がある。

バスの定時性・速達性向上に
よる公共交通の競争力強化

 平日朝7時台には、国道6号の小木津駅～十王駅
付近、成沢～兎平付近で平均10分以上のバス遅
延が発生している。

公共交通課題4

需要が集中する幹線区間では運行頻度や定時性向上
を図る一方、利用が少ない地域では直通バスを残すべき
かフィーダー交通を導入すべきかを検討する必要がある。

需要特性に応じた公共交通
ネットワークへの再編

 平日は、BRT、国道6号、中央線では200人/日以
上の利用がある一方、山側住宅団地や山間部では
20人/日未満の区間もある。

 山側住宅団地では、1便当たり平均5人未満の利用
となっているが、ピーク時の便（便毎最大通過人
員）では10人を超えている。

公共交通課題5
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出典:国勢調査（平成7年～令和2年、総務省統計局）（実績値）国立社会保障・人口問題研究所（将来推計値）

日立市の人口推移

出典:日立市住生活基本計画（令和6年3月）

各団地の人口

日立市内の高齢者分布・団地の立地状況
出典:国勢調査（令和2年、総務省統計局） 、国土地理院地図を加工して作成

65歳以上
割合（%）

65歳以上
（人）

総人口
（人）地区名

52.5%401764高鈴台団地

51.7%296572山の神団地

55.5%9611,733青葉台団地

52.6%412784堂平団地

51.0%6811,335中丸団地

54.4%8411,545塙山団地

47.0%203432田尻団地

• 1995年以降、人口減少が継続し、生産年齢人口も減少している。
• 山側住宅団地で高齢化率が特に高く、今後、免許返納後の移動手段確保が重要となる。

人口減少・高齢化、財政制約下における持続可能な交通体系の構築
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• 国道6号では日交通量が25,000台/日を超える区間があり、混雑度も高い。

日交通量 混雑度

国土地理院地図を加工して作成
【使用データ】 混雑度：令和3年度 全国道路・街路交通情勢調査 主要渋滞箇所：茨城県移動性・安全性向上委員会

9

現状と課題（TDM施策①）



• 平日は朝夕ピークで速度低下が顕著であり、中央軸では全時間帯にわたって速度が低い。

国土地理院地図を加工して作成
【使用データ】 旅行速度：ETC2.0プローブデータ 様式2-1、2-3 2024年10月 主要渋滞箇所：茨城県移動性・安全性向上委員会

-凡例-

国道6号軸

海側軸

中央軸

山側軸

主要軸

主要渋滞箇所

■日立市内の主要4軸

10

現状と課題 （TDM施策②）



 国道6号軸の複数箇所、海側軸、山側軸、中央軸でボトルネック区間が確認されている。

施策検討への示唆
道路整備のみで渋滞解消を図ることには限界があることから、公共交通利用促進、パーク＆ライド、企業送迎、時差出勤等のTDM施策を組
み合わせ、自動車交通需要そのものの抑制を図る必要がある。

国道6号軸の速度コンター図と渋滞損失時間

11

現状と課題 （TDM施策③）



※2024年10月時点の茨城交通のバス路線を対象日立市内の路線バス遅延時間（平日7時台）

日立駅→十王駅の系統において、
国道6号での遅延が累積し、平

均10分以上の遅延が発生

国道6号で成沢～兎平付近で、
平均10分以上の遅延が発生

• 平日朝7時台には、国道6号の小木津駅～十王駅付近、成沢～兎平付近で平均10分以上のバス遅延が発生している。
• 定時性低下は利用者離れを招き、収支悪化・減便につながる可能性がある。

施策検討への示唆
公共交通への転換を促進するためには、運行本数の見直しだけでなく、バス優先施策、停留所環境整備、交通結節点整備等により、定時
性・速達性・利便性を総合的に向上させる必要がある。

現状と課題（バスの定時性・速達性向上による公共交通の競争力強化）
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施策案の検討方針

13

施策行動変容トリガー、
行動変容の成立条件

行動変容の制約条件
（なぜ変えられないか）

現状課題
（なぜ変えるべきか）現状行動対象ペルソナNo.

企業通勤シャトルの運行、駐
車マネジメント、時差勤務

駐車場有料化+直通シャト
ル+柔軟な勤務時間、
所要時間±10分以内・運
行信頼性確保

勤務時間が固定、残業時間は
変動、乗換忌避

渋滞による通勤時間増大車通勤（無料駐車・
一斉出勤）

工場通勤者

1

デマンド交通、高頻度バスの運
行、情報提供

デマンド＋待ち時間短い、
待ち時間10分以内・乗換1
回以内

通院が終わる時間が読めない、
荷物を運ぶのが大変
停留所が自宅から遠い

車を前提とした生活から脱却
できず車を手放せない

車で買物・通院郊外居住者

2

…

シミュレーション、Webアンケー
ト調査

シミュレーション、Webアン
ケート調査WEBアンケート調査ETC2.0データ、人流データ、バス乗降データ、GTFS

データ、バスロケデータ、WEBアンケート調査
人口、従業者分
布、施設立地

検証方法、
活用データ

・ペルソナを設定し、現状の行動、現状の課題、行動変容の制約条件や成立条件を明らかにしたうえで、施策案（仮
説）を検討する。

施策案（仮説）の検討イメージ



TDM（交通需要マネジメント）施策例

・交通需要の時間的・空間的な集中を緩和するため、「移動発生源の調整」、「移動時間の分散化」、「移動経路の変
更」、「交通手段の変更」、「自動車の効率的利用」の5つの施策を行うことにより、道路交通混雑を緩和していく取組。
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移動発生源の調整 移動時間の分散化

交通手段の変更 自動車の効率的利用

移動経路の変更

時間帯

交
通
量

交通容量

出
発
地

到
着
地

ピーク時間帯の交通を時差出勤やフレックスタイム、時
間割引等の導入により分散化すること

自動車交通の発生をテレワークやweb会議等の導入に
より調整・抑制すること

混雑する道路の交通を交通情報提供や交通管制高度
化等により交通需要の空間的な平準化を図るもの

自動車利用をP＆R駐車場やバスレーンの整備、乗車
割引券等の導入により公共交通機関が利用しやすくす
ることで、交通手段の変更を促すこと

単体の自動車利用をカーシェアリングや共同輸配送の
導入により、自動車の効率的利用（乗用車の乗車率
や貨物の積載率向上など）を促すこと

P



これまでの日立市でのTDM施策の取り組み
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・これまで日立市では、下記の取り組みを実施している。そのうち、ひたちBRTの導入、モビリティマネジメント、時差出勤・テ
レワークの実施は本格運用となっている。

出典:茨城県移動性・安全性向上委員会第33回委員会資料（移動性）（R6.2）

課題協力企業実施年次実施内容目的取り組みTDMの考え方

-日立電鉄交
通 サービス
(株) (現茨城
交通(株))

平成25年3月
第Ⅰ期区間開通
平成31年4月
第Ⅱ期区間開通

・日立電鉄線跡地を活用し、バス
専用路線に転換
・主要施設内にパーク＆バスライド
用駐車場を整備

速達性・定時性の高
いひたちＢＲＴの導
入・延伸により、自
動車から公共交通へ
の転換を図る

ひたちBRTの
導入

手段の変更

-各バス会社平成28年度～
(本格運用)

・茨城県公共交通活性化会議を
主体 とし、高校新入生向け「公共
交通 の利用促進」リーフレットを配
布

高校生の通学利便
性の確保、送迎車両
の減少による混雑緩
和のために、公共交
通の利用促進を図る

モビリティ・マネ
ジメントの実施

手段の変更

-日立市内各
企業

令和2年度～
(本格運用)

・時差出勤により出勤時間を朝
ピークからずらす・テレワークにより通
勤による移動をなくす ※テレワーク
を実施する際に必要な経費の一
部を補助する「日立市中小企業テ
レワーク環境整備支援事業補助
金」を実施

通勤時の混雑回避を
図る

時差出勤・テ
レワークの実施

時間帯の変更 発
生源の調整

バスの乗客の集中に伴う混雑(乗客の積み残し)が発生茨城県内各
企業

平成20年10月
(試行のみ)

・日立市内(県内全域)の利用を
控え る「ノーマイカーデー」を設定
※市役所職員向けに継続して取り
組んでいる

通勤等による自動車
利用を控え、交通渋
滞や大気汚染を抑
制する

ノーマイカー
デー

発生源の調整

幹線道路の交通量の減少が確認できたが、割引を実感
している利用者が少ないのではないか

NEXCO東日
本

平成15～20年度
(試行のみ)

・日立市内の各ICを出入りする車
両を対象に、高速料金を割引

国道6号、245号か
らの交通の転換を促
進

常磐自動車道
料金割引社会
実験

経路の変更

・市民や事業所の認識をさらに向上させることが望まれる。
・料金(運賃、駐車場代)の負担をどのようにするか。
・駐車場整備や運営の主体をどのようにするか。

各バス会社平成8年11月
(試行のみ)

・常磐自動車道を活用して日立
南インター付近～市内中心部を結
ぶバスを運行

日立市の朝夕の慢
性的な交通渋滞を
解消

日立パーク＆
バスライド

手段の変更


